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愛媛県公文書センター設置に係る改修業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

愛媛県公文書センター設置に係る改修業務 

 

２ 委託期間 

契約締結日から令和７年 12月 26日まで（予定） 

 

３ 業務目的 

愛媛県では、県の諸活動や歴史的事実の記録である公文書を、県民共有の知的資

源として県民が主体的に利用し得るものとするため、歴史的文化的価値を有する文

書（以下「歴史的文書」という。）を適切に選別・保存し、一般の利用に供すること

を目的とする公文書センターを設置することとしている。 

公文書センターは、閲覧等のサービスを提供するための閲覧室、職員が常駐して

業務を行うための事務室のほか、収蔵文書を修復するための作業室を設置すること

とし、歴史的文書の閲覧に適した環境を構築することを目的とする。 

 

４ 業務の範囲 

愛媛県本庁舎本館（昭和４年築 Ｒ／Ｃ４階建）のうち、次に掲げる場所とする。 

（１）１階元大型電算室（158.25㎡） 

（２）その他（１）の整備に当たって必要な場所 

 

５ 業務内容 

本事業における業務内容は以下のとおりとする。 

ただし、企画提案を行った項目やヒアリング内容等について、委託者及び受託者

で協議の上、必要に応じて仕様書に反映させることとする。 

（１）現地調査及び実施設計 

元大型電算室について現地調査を行い、次に掲げる条件に従い、これらの環境

改善のために必要な整備内容の詳細について決定すること。 

ア 移動式ラックは残置すること。 

イ 傾斜路等を設ける場合は、バリアフリー法に対応したものであること。 

ウ 空調設備は、他の執務室と同等レベルのものを設置すること。 

エ 事務室及び作業室の机・椅子は県側で準備する。 

オ 新規に書架を導入する場合は、Ａ４縦型ファイルが収容可能であるものを

選定すること。 

カ 既に存在する配管設備及び操作盤について、当該設備の点検等に際して支

障を生じさせないよう配慮すること。 

（２）元大型電算室の環境整備 

（１）において決定した整備内容について、確実に期間内に完了させること。 

なお、原則として開庁時間内の作業となることに留意すること。 

また、作業の実施に当たっては、事故防止に十分に注意するとともに、作業中
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に発生した事故（委託者所有物の破損等を含む）については、受託者が一切の責

任を負うこと。 

 

６ 業務計画書の提出 

（１）受託者は、契約締結後、14日以内に業務計画書を作成の上、委託者に提出し、

承認を得ること。 

（２）業務計画書には、次に掲げる事項を記載すること。なお、記載内容に変更が

生じた場合には、理由を明確にした上で、その都度速やかに委託者に変更業務

計画書を提出し、承諾を得ること。 

ア 業務実施方針 

イ 業務詳細スケジュール 

ウ 業務実施体制及び組織図 

エ その他委託者が必要とする事項 

 

７ 打ち合わせ及び協議録 

受託者は、本業務を適正かつ円滑に実施するため、委託者と定期的に打ち合わせ

を行い、業務の進捗状況の確認、今後の業務に必要な事項等について協議すること。

また、受託者は、その都度協議録を作成し、委託者に提出すること。 

 

８ 資料の貸与 

（１）本業務の実施に当たり必要となる資料等は、原則貸与とする。 

（２）貸与された資料は、紛失、汚損等のないよう取り扱うこととし、これを本業務

の遂行以外の目的に使用してはならない。 

（３）委託者が貸与する以外に必要となった資料は、受託者がその収集・整理等を行

うものとし、委託者はその遂行に協力する。 

（４）受託者は、本業務遂行後、（３）に掲げるものを含む全ての資料を速やかに委託

者に返却すること。 

 

９ 成果品 

受託者は、５に掲げる内容に即した成果品（設計図等）について、報告書として

取りまとめ、納品すること。なお、詳細及び納品時期については協議の上、決定す

る。 

【成果品提出数量】 

ア 報告書（参考資料を含む） Ａ４版 ２部 

イ 電子データ（Microsoft Officeソフトウェアにより判読できるもの又は PDF

ファイル） 一式 

 

10 留意事項 

（１）本業務は、仕様書及び契約書に基づき実施すること。なお、企画提案を行った

項目や企画提案審査会での質疑応答の内容等について、委託者及び受託者で協議

の上、必要に応じて仕様書に反映させることとする。 
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（２）受託者は、業務の実施に当たって関係法令及び条例等を遵守すること。 

（３）受託者は、業務の実施に当たって委託者と協議を行い、その意図や目的を十分

に理解した上で、適切な人員配置のもと進めること。 

（４）受託者は、業務の進捗に関して委託者に対し定期的に報告を行うこと。 

（５）受託者は、自らの組織の中から統括責任者を選任し、委託者に通知すること。 

（６）受託者は、本業務の一部を第三者に再委託することができる。この場合におい

て、受託者は再委託先ごとの業務内容、体制及び責任者を明記の上、事前に書面

により県に報告し、承諾を得なければならず、また、再委託に係る全ての責任は

受託者が負うものとする。 

（７）受託者において本業務の実施に関し疑義が生じた場合は、速やかに委託者と協

議を行い、指示を仰ぐこと。 

（８）受託者は、本業務の実施過程で知り得た情報を、委託者の許可なく第三者に漏

らしてはならない。 


